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 Time‑limit for conformity certificate :

15 : 00 19 January, 2016

 Time‑limit for tender : 17 : 00 15 Febru‑

ary, 2016

 Contact point for the notice : Yoshimi

Hashimoto, Finance and Accounts Division,

Planning and Administration Department,

National Institute of Technology and Eva‑

luation, 24910 Nishihara Shibuya‑ku,
Tokyo 1510066 Japan, TEL 033481
1932

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 27 年 10 月 23 日

独立行政法人交通安全環境研究所
理事長 飯村 修

◎調達機関番号 548 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 24、26
 購入等件名及び数量 分流希釈方式粒子状
物質捕集装置購入 一式
 調達件名の特質等 入札説明書及び仕様書
による。
 納入期限 平成28年２月26日
 納入場所 交通安全環境研究所
 入札方法 総価で行う。落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
100分の８に相当する額を加算した金額（当
該金額に１円未満の端数があるときは、その
端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価
格とするので、入札者は、消費税及び地方消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者で
あるかを問わず、見積もった契約金額の108
分の100に相当する金額を入札書に記載する
こと。

２ 競争参加資格
 独立行政法人交通安全環境研究所会計規程
実施細則第30条の規定に該当しない者。
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）にお
いて平成25・26・27年度に「物品の販売」又
は「物品の製造」のＡ又はＢ等級に格付けさ
れている者。

 国の機関において、指名停止の措置を受け
ている期間中の者でないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する者又はこれに準ずる者として、国土
交通省公共事業等からの排除要請があり、当
該状態が継続していない者。
 入札説明書の交付を受けた者。
３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問い合わせ先
〒1820012 東京都調布市深大寺東町７丁
目42番地27 独立行政法人交通安全環境研究
所総務課契約係 仙田 和樹 電話0422
413206
 入札説明書の交付方法 上記３の交付場
所にて交付する。
 入札説明会の日時及び場所 平成27年11月
11日10時00分 独立行政法人交通安全環境研
究所１階会議室
 入札書の受領期限 平成27年12月17日17時
00分
 入札、開札の日時及び場所 平成27年12月
18日10時00分 独立行政法人交通安全環境研
究所１階会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札及び入札に関する条件に
違反した入札。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 独立行政法人交通安全
環境研究所契約事務取扱要領第７条の規程に
基づいて作成された予定価格の制限の範囲内
で最低価格をもって有効な入札を行った者を
落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Osamu Iimura, President

of National Traffic Safety and Environ‑

ment Laboratory.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24, 26

 Nature and quantity of products to be

procured : Purchase of Partial flow dilution

sampling system, 1 set

 Due Date : 26 February, 2016.

 Delivery place : National Traffic Safety

and Environment Laboratory

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 30 of the Traf‑

fic Safety and Environment Laboratory

Accounting Administrative Instructions

 have Grade A or B of Sale of Prod‑

ucts or Manufacture of Products in‑

terms of the qualification for participat‑

ing in tenders by the Japanese goverment

(unified qualification for every ministry

and agency) in the fiscal year 2013, 2014,

and 2015.

 not be suspended from tenders by any

Japanese government agencies.

 not be entities that have been being

excluded from the public projects of the

Ministry of Land, Infrastructure, Trans‑

port and Tourism based on the requests

of the police authorities because the en‑

tities are substantially under the control

of members of organized crime or the en‑

tities are related to those members.

 have officially received the solicitation

documents from the President of Nation‑

al Traffic Safety and Environment Labo‑

ratory.

 Time limit for tender : 17 : 00 17, De‑

cember, 2015.

 Contact point for the notice : Kazuki

Senda Procurement Section, General Af‑

fairs Division, National Traffic Safety

and Environment Laboratory, 74227
Jindaijihigashimachi, Chofu‑shi, Tokyo

1820012 Japan, TEL 0422413206

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 27 年 10 月 23 日

国立研究開発法人国立環境研究所
理事長 住 明正

◎調達機関番号 557 ◎所在地番号 08
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入物品及び数量 液体シンチレーション
放射能測定装置 １式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期間 平成28年３月18日
 納入場所 茨城県つくば市小野川16２
国立研究開発法人国立環境研究所
 入札方法 上記１の件名に対し入札に付
する。落札決定に当たっては、入札書に記載
された金額の８パーセントに相当する額を加
算した金額（当該金額に１円未満の端数があ
るときは、その端数金額を切り捨てるものと
する。）をもって落札価格とするので、入札者
は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者
であるか免税事業者であるかを問わず、見積
もった契約金額の108分の100に相当する金額
を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 平成25・26・27年度環境省競争参加資格
（全省庁統一資格）「物品の製造」又は「物品
の販売」において、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」
の等級に格付けされている者であること。
 国立研究開発法人国立環境研究所契約事務
取扱細則第５条の規定に該当しない者である
こと。なお、未成年者、被保佐人又は被補助
人であって、契約締結のために必要な同意を
得ている者については、同条中、特別の理由
がある場合に該当する。
 国立研究開発法人国立環境研究所契約事務
取扱細則第６条の規定に該当しない者である
こと。
 契約者等から取引停止の措置を受けている
期間中の者でないこと。
 入札説明書において示す暴力団排除に関す
る誓約事項に誓約できるものであること。




		2015-10-22T15:03:53+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




